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資料１ 

 

エレベーターワーキングチーム（ＷＧ）の設置について 

 

 

今回の事故、不具合等を踏まえ、エレベーターの安全確保の観点から、

製造、設置、保守管理等に関する諸課題を整理するとともに、対応方針

案について検討を行い、部会に提示するため、部会委員及びエレベータ

ーの専門家等によるワーキングチーム（エレベーターＷＧ）を設置する。 

エレベーターＷＧの座長は直井英雄専門委員とし、他のメンバーは、

久保哲夫部会長と座長で協議して選任する。 

エレベーターＷＧは、当面、２ヶ月を目途に検討を行い、部会に報告す

るものとし、原因究明の進展に応じて、検討を継続することとする。 



資料２ 

 

 

社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・災害対策部会 

エレベーターワーキングチーム    委員名簿 

 

 

委  員 

園
その

  田
だ

  眞理子
ま り こ

   明治大学助教授 

 

専門委員 

※ 山
さん

 海
かい

  敏
とし

 弘
ひろ

   (独)建築研究所上席研究員 

※ 櫻
さくら

  井
い

    裕
ひろし

   三菱地所(株)ビル事業本部ビル管理部副長 

※ 高
たか

  木
ぎ

   堯
たか

  男
お

   (財)日本建築設備・昇降機センター認定評価部長 

髙
たか

  橋
はし

  儀
ぎ

 平
へい

   東洋大学教授 

辻
つじ

 本
もと

    誠
まこと

   東京理科大学教授 

◎ 直
なお

 井
い

  英
ひで

 雄
お

   東京理科大学教授 

萩
はぎ

 中
なか

  弘
ひろ

 行
ゆき

   (社)日本エレベータ協会専務理事 

※ 藤
ふじ

  田
た

    聡
さとし

   東京電機大学教授 

 

 

◎：座長、※：本ワーキングチームのための専門委員 
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シティハイツ竹芝（東京都港区）におけるエレベーター事故について 

平成１８年６月２７日 

１．事故の概要 

発生日時： 平成18年６月３日(土)午後７時２０分頃 

発生場所： 港区芝１－８－23 港区特定公共賃貸住宅シティハイツ竹芝１２階 

※当該建築物は地下２階、地上２３階の複合施設（港区特定公共賃貸住宅、港区障害者

住宅、港区立障害保険福祉センター）。エレベーターは住宅用２基、福祉施設用３基 

被 害 者： 市川
いちかわ

大輔
ひろすけ

さん（16歳、高校２年生）窒息により死亡 

事故概要： １２階エレベーター出入口で、市川大輔さんが自転車とともにエレ

ベーターから降りようとしたところ、ドアが開いたままの状態でエレ

ベーターが上昇し、エレベーター出入口の天井部分とエレベーター

の床部分の間に挟まれた。病院に搬送されたが間もなく死亡。 

２．エレベーターの概要 

・ 事 故 機：  シンドラーエレベータ(株)製（定員：２８人） 

・ 計画通知（昇降機）： 平成９年５月６日（港区→東京都） 

・ 完了検査済証： 平成10年３月23日交付（東京都→港区） 

※港区所有の建築物のため、建築基準法に基づく東京都への定期報告の義

務対象外（定期的な点検のみ管理者に義務付け。１７年度は９月に実施。） 

・ 施設管理者： (財)港区住宅公社（平成18年度から港区が指定管理者

として指定。それ以前は港区から公社に委託管理。） 

・ 管理委託先（H17年度からは一般競争入札による選定）： 

平成18年度  エス・イー・シーエレベーター(株) 

平成17年度  (株)日本電力サービス中央営業所 

平成16年度  シンドラーエレベーター(株)東京支社 

※港区によると、平成15年4月以降、住宅用の２基について、４９件の不具合や

苦情等が確認されている。 

３．事故原因 

 ○ 現在、警視庁において捜査中。 

４．国土交通省の対応 

○ 東京都、港区、(財)日本建築設備・昇降機センター、(社)日本エレベータ協会、

シンドラーエレベータ(株)等を通じて事故状況等の把握等情報収集。 
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○ 特定行政庁に対し、シンドラーエレベータ(株)製のエレベーターについて、所

有者等に対して、点検を実施させ、その結果を特定行政庁に報告させるとと

もに、過去の事故、不具合等を調査し、報告させ、これらの結果を国土交通

省に報告するよう要請（６月７日）。事故機と同型機（12台）については、その

点検状況及び過去の不具合について６月１９日に公表。 

※シンドラーエレベータ(株)から提供されたリストによると、全国で８,８３４台設置 

○ 国の施設、鉄道事業者の施設、都市再生機構住宅、公営住宅、道路施設等

についても調査を実施。 

○ 社会資本整備審議会建築分科会建築物等事故・災害対策部会を開催し、

状況を報告するとともに、対応方針について審議。今後、部会にエレベータ

ーＷＧを設置する等により検討を行うこととされた（６月１５日）。 

５．建築基準法の基準について 

○ 建築基準法令では、かご及び昇降路のすべての出入口の戸が閉じていなけ

れば、かごを昇降させることができない安全装置の設置等を義務づけ。（建築

基準法施行令第129条の10第３項第１号） 

○ また、おおむね６ヶ月から１年までの間隔をおいて、特定行政庁が定める時

期ごとに、昇降機検査資格者等に検査や損傷、腐食その他劣化の状況の

点検をさせ、その結果を特定行政庁に報告しなければならないこととされて

いる。（建築基準法第12条第3項、同法施行規則第4条の20、同第6条) 

 

６．事故機以外のエレベーターのトラブルについて 

○ シンドラーエレベータ（株）については、事故機以外にもトラブルの報告が多く

報道されている。 

○ シンドラーエレベータ（株）は、６月１６日に、その原因の一つとして、プログラ

ムミスがあった旨国土交通省に対し報告するとともに、ミスのあるプログラム

が設置された９台（６施設）について、１７日までにプログラムの交換を行った

旨報告があった。（港区の事故機のプログラムはこのミスには無関係との説明。）。 

○ 今後、国土交通省はさらに、同社に事情を聞く等により、事実確認を進める

こととしている。 

 

※ 港区の事故について警察の捜査を見守り、協力するとともに、関係して

発覚したプログラムミスなどの事実関係の把握を進め、再発防止策を審

議会の専門家の意見を聞きながら検討していく。 
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エレベーターに関する基準、手続き等について 

＜エレベーターに関する建築基準法令の規定の体系＞ 

 構造基準 定期報告 

法

律 

○昇降機は､安全な構造で､かつ､その昇降路

の周壁等は防火上支障がない構造。 

○構造基準を政令委任。 

○所有者(国等を除く｡)は､定期的に建築士

等の一定の資格者に検査をさせ､結果を特

定行政庁に報告。 

○国等は、定期的に建築士等の一定の資格者

に検査をさせる。 

政

令 

※具体的な構造基準を規定（一部の詳細な内

容は告示に委任） 

○構造強度 

・エレベーター強度検証法 

・積載荷重の算定方法      等 

○かごの構造 

・難燃材料で造り､又は覆うこと 

・非常用救出口の天井への設置  等 

○昇降路の構造 

・難燃材料で造り､又は覆うこと 

・昇降路内への突出物設置禁止  等 

○駆動装置・制御器 

・地震等による転倒等の防止措置 等 

○機械室 

・かごの定格速度に応じた床から天井まで

の垂直距離の確保     等 

○安全装置 

・制動装置の設置 

・かご等の戸が全て閉じてなければ、かご

を昇降できない装置の設置 

・かご内からの非常用連絡装置  等 

 

省

令 

 ※資格者、定期報告の時期、報告様式を規定

○一定の資格者として、建築基準適合判定資

格者、昇降機検査資格者、国土交通大臣の

定める資格を有する者を規定。 

○定期報告の時期は概ね６ヶ月から１年ま

での間隔をおいて特定行政庁が定める時

期 

○定期報告書の様式 

告

示 

※政令から委任された基準の詳細を規定 

○エレベーター強度検証法用の安全率 

○特殊な用途のエレベーターの積載荷重 

○制御器の構造方法 

○制動装置の構造方法       等 

※国土交通大臣の定める資格を有する者を

規定 

○大臣が定める資格を有する者として、当面

の間は、国等の昇降機の維持保全に関して

２年以上の実務経験者を規定 

通

知 

○建築基準法の一部を改正する法律の施行

について（H12.5.31.） 

・改正の概要を説明。 

○昇降機の維持及び運行の管理に関する指

針の送付について（H5.6.30.） 

・「昇降機の維持及び運行の管理に関する

指針」の内容を周知。 

参

考 

昇降機耐震設計・施工指針 

JIS G 3525 ワイヤロープ     等 

JEAS （日本エレベータ協会標準） 

JIS A 4302 昇降機の検査基準 

昇降機・遊戯施設定期報告検査業務基準 
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今回のエレベーター事故に関連して指摘されている事項 

 

 

 

※ 新聞報道における指摘事項を事務局が整理したもの。 

 

 

１．事故機の部品等の問題 

（ブレーキ） 

○ 電源を切ったところかごが急上昇し最上部で停止、ブレーキに異常があった可

能性。 

○ ブレーキを作動させるブレーキパッドが隣の同型機に比べすり減っていた。ブ

レーキパッドの摩耗がブレーキの利き具合に影響を与えた可能性もある。 

○ ブレーキパッドの劣化が事故原因の焦点。通常より多い量の油がモータ軸に取

り付けられたブレーキパッドに付着。 

○ ブレーキ部品の一部取り外し検証するも、部品に著しい劣化など外見上の異常

は見られず。パッドは一定程度摩耗していたが立ち会った専門家は制動力が著し

く低下する状態ではないとみている。巻き上げ機付近床に潤滑油とみられる油が

こぼれていたがブレーキパッドに付着していなかった。 

（制御盤） 

○ 昇降とドアの開閉を連動させる制御盤に異常があった可能性。 

○ 事故機の制御盤に誤った電気信号が送られたことが原因の可能性。ブレーキの

不具合、電気系統のショートなど外観的な異常はない。昇降をコントロールする

制御盤に「ドアが閉まった」という誤った信号が送られた可能性。 

○ 手動による事故機の検証では、制御盤の作動状況に異常は見つからず。 

○ 制御盤自体には故障などは見つからず、モーターに異常は見られない。 

○ ドアが開放されたまま昇降した他の３事例では、制御盤に用いられている基板

の交換が行われた。 

 

２．事故機に関する情報伝達等の問題 

（製造者・保守業者） 

○ 保守会社に事故機の点検マニュアルを渡さず、講習会も開催せず。 

○ シンドラーエレベータ社も詳細な引き継ぎせず。 
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（保守業者） 

○ 過去３年間に不具合が43件頻発しながら港区住宅公社への報告は９件。2003年

４月以降の４号機と５号機で発生した不具合で、2004年度まで22件、2005年度以

降21件発生。１ヶ月に８件続くことも。 

○ 保守点検業者の社員が「ブレーキの利き具合を調整するナットの位置がおかし

いと思ったが、そのままにしていた」と証言。 

○ 保守点検業者が、点検業務を下請けに「丸投げ」していた疑い。 

（施設管理者） 

○ 港区住宅公社が過去の不具合を放置の疑い。 

○ 保守管理業者と契約を結び点検結果報告受ける立場にあるが、過去のトラブル

を十分掌握していなかった。 

○ 2004年11月の事故について、港区住宅公社はシンドラーエレベータ社からの調

査報告書を受けていたが、港区に連絡せず。調査報告書を精査せず、原因究明に

努めず。 

○ 保守管理委託先を２度切り替えするも故障多発を新たな委託先に伝えず。 

 

３．業者間の情報引き継ぎ等の問題 

○ エレベーターの保守管理に関し、管理会社が代わった際の引き継ぎ義務や情報

開示の仕組みがない。 

○ メーカー系から独立系に移った場合、過去の不具合や重要技術の情報が円滑に

伝わる仕組みになっていない。事故の遠因といわれる業界の構造的な問題が浮か

び上がる。 

○ メーカーが系列外の管理会社に情報を出し渋る業界の悪弊が背景にある。 

 

４．事故情報の共有化の問題 

○ 特定行政庁が定期報告で寄せられたトラブルや事故情報を政府や業界団体に

連絡する仕組みはなく、対応は業者任せが実情。 
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対策として検討すべき項目と方向性（案） 

 

 

 

１．構造、装置（技術的基準等） 

○ 制動装置、安全装置等の構造 

○ 制御器等の電気・電子系統のシステム 

○ その他 

→ 想定されるリスクのそれぞれに対して、現在の安全装置等の基準の体系は十

分なものとなっているか。 

→ 特に、制御器のプログラムや制動装置の性能等に不具合がある場合の対策は

十分なものとなっているのか。 

 

２．チェック体制 

○ 確認、完了検査等のあり方 

・ 審査の方法 

・ 審査ではチェックが困難な項目、内容 

→ 現状の審査方法はエレベーターの安全確保の観点から適切、かつ実効性のあ

るものであるといえるか。 

→ 特に、制御器のプログラムや制動装置の性能等について、設計、製造、設置

段階でどのような審査を行えるのか。 

○ 法令に基づく定期検査・点検のあり方 

・ 検査・点検項目 

・ 検査・点検の方法 

・ 検査・点検の報告方法、報告内容、記録の保存 

・ 検査・点検の頻度 

・ 検査・点検ではチェックが困難な項目、内容 

→ 現状の定期検査等の項目、方法、頻度等は、エレベーターの安全確保の観点

から適切、かつ実効性のあるものであるといえるか。 

→ 特に、制御器のプログラムや制動装置の性能等について、定期検査・点検で

どのように不具合を把握することができるのか。 

→ 製造者が製品の不具合等を認識した場合、自動車の「リコール」のような制

度による対応が考えられないか。 
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３．保守点検等 

○ 日常的な保守点検のあり方 

・ 保守点検項目 

・ 保守点検の方法 

・ 保守点検の報告方法、報告内容、記録の保存 

・ 保守点検の頻度 

・ 保守点検ではチェックが困難な項目、内容 

→ 保守点検について、現状は所有者等と保守点検業者の任意の契約に任されて

いるが、エレベーターの安全確保の観点から十分なものといえるのか。 

→ 特に、保守点検の記録等について適切に所有者等に報告され、その情報が保

守点検業者の変更時に適切に伝達され、また、その情報のうち行政庁等に必要

な情報を伝達されることを確保する観点から、現状で十分か。 

○ 保守点検マニュアルの継承 

→ 製造者から製品の引き渡し時に所有者等に提供される情報は、適切な保守点

検を実施させる観点から、現状で十分か。 

→ 保守点検業者から所有者等に提供される情報は、適切な保守点検の引き継ぎ

を確保する観点から、現状で十分か。 

○ 不具合の報告、記録の保存、不具合情報の継承 

→ 事故、不具合等の発生状況について適切に所有者等に報告され、その情報が

保守点検業者の変更時に適切に伝達され、また、その情報のうち行政庁等に必

要な情報が伝達されることを確保する観点から、現状で十分か。 

 

４．事故情報の収集と共有化 

○ 幅広い事故情報の収集・公表のための体制・システム 

→ 事故等の発生状況について、関係者から行政庁、国への報告の体制、システ

ムはどのようにあるべきか。 

 

 

 

 

 



 
 

資料７ 

開口にある異物の大きさを

間違って認識する 

今回の事故の FT                          辻本委員 
カゴと建築駆体の両者の

開口部で挟まれ状態とな

り死亡する 

圧迫力が死亡条件に

いたる 

カゴの重さが

大きい 
両者の開口部に

はさまれる 

（扉が開いて

いるのに）カゴ

が動く 

挟まれ状態と

なる位置に人

が居て脱け出

せない 

扉が開いているのに制御器

が閉まっていると認識する 
カゴが勝手に

動く 

扉側の安全スイッチ

の誤作動 
信号系の

誤作動 
制御盤の

誤作動 

AND 

OR 

OR 
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エレベーターの概要 

 
 
 
 
 
 

（単位：台）

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

新設台数 29,007 33,349 34,687 32,563 32,375 34,490 33,775 33,634 34,133 34,618

保守台数 398,098 420,735 445,619 471,260 488,354 511,483 529,668 544,810 559,725 576,462  
 

（単位：台）

住宅 事務所 商業施設 病院・福祉施設 学校・宗教・文化施設 駅舎・空港 工場・倉庫 その他 合計

18,024 2,913 2,971 4,483 2,225 819 1,769 1,156 34,360  
 
 

○エレベーターは全国で約 70 万台設置されていると言われている。 

○このうち、（社）日本エレベータ協会会員企業約 60 社で約 60 万台を保守（さらに

このうち大手五社※が約９割、シンドラー社は約１％のシェア）。その他は独立系

メンテナンス会社等が保守。 

巻上機：ロープを駆動してかごを上昇させる装置 

制御盤：速度や運行管理など様々な制御を司る装置 

つり合いおもり：ロープにかかる荷重の差を小さくしてつり合いをとり、

メインロープと綱車の間の摩擦力を生み出す。 

ガイドレール：このレールに沿ってかごが昇降する。 

調速機：かごの速度が規定値を超えたことを検出し、 

エレベーターを停止させる装置 

戸閉め安全装置：セーフティシュー（エレベーターのかご扉先

端に取り付けられている障害物検出装置）が

動作すると、閉まりかけた戸が反転して開く。

緩衝器：かごやつり合いおもりが昇降路のピット（底部）

に衝突した場合の衝撃を緩和する安全装置 

かご非常止め装置：かごの速度が規定値を超えた場合、調速

機の動作によって動きを止める安全装置 

ガイドシュー：かごをガイドレールに沿って案内

する機器 

図 ロープ式エレベーターの構造（機械室あり） 

表１ エレベーターの年度別新設・保守台数の推移 

表２ エレベーターの建物用途別年間設置台数（平成 16 年度） 

※表１、表２ともに（社）日本エレベータ協会調べ

※三菱、日立、東芝、日本オーチス、フジテック

参考資料１
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エレベーターの種類 
 

○ エレベーターの用途に着目すると以下に分類される。 

（１）乗用エレベーター 

  専ら人の輸送を目的とするもの。（住戸内のみで使用されるホームエレベーター

も含まれる。） 

 

（２）人荷共用エレベーター 

  人及び荷物を輸送することを目的とするもの。法規上の取扱いは乗用エレベータ

ーと全く同じであるが、積載する荷物を想定し、必要に応じ建築基準法施行令第

129 条の５第２項に規定する最小積載荷重より大きくした積載荷重を設定する場

合がある。 

 

（３）寝台用エレベーター 

  病院・養護施設等において、寝台やストレッチャーに乗せた患者を輸送すること

を目的とするもの。かごの積載荷重が乗用エレベーターより緩和されている。 

 

（４）荷物用エレベーター 

  専ら荷物を輸送することを目的とするもの。荷扱者又は運転者以外の人の利用は

前提としていないため、かごの積載荷重が緩和されている。 

 

（５）自動車運搬用エレベーター 

  専ら駐車場に設置され、自動車を運搬することを目的とするもの。自動車の運転

手又はエレベーターの運転者以外の人及び荷物運搬の利用は前提としていないた

め、かごの積載荷重が大幅に緩和されている。 

 

○ エレベーターの構造に着目すると以下に分類される。 

（１）ロープ式エレベーター 

  Ⅰ）トラクション式 最も一般的な構造。一端をかご、他端をつり合いおもりと

締結したロープを駆動用綱車に掛け、ロープと綱車の間に発

生する摩擦力によりロープを駆動してかごを昇降させる方

式のもの。 

  Ⅱ）胴巻き式    かごに結ばれたロープを胴巻き（ドラム）で巻取り、巻戻

すことによりかごを昇降させる方式のもの。 

（２）油圧エレベーター 

  油圧機構を使ってエレベーターのかごを動かすもの。かごを油圧ジャッキで直接

動かすもの（直接式）と、ロープ又は鎖を介して間接的に動かすもの（間接式）

がある。 

 

（３）鎖駆動式エレベーター 

  鎖の一端にかごを固定し、駆動鎖車で鎖を駆動してかごを移動させる方式のもの。

主にホームエレベーター等の駆動機構に使用される。 
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エレベーターに設けられている安全装置の例 

 

 

 

 

 

 

 

１．異常時にかごを安全に止める装置 

 ○ ドア開放検知装置（法定安全装置） 

   運転中、かごの扉や乗場の扉が少しでも開いている場合に、エレベーターを急

停止させる装置。 

 

 ○ ファイナルリミットスイッチ（法定安全装置） 

   かごが最下階または最上階を行き過ぎた場合に、エレベーターを急停止させる

装置。緩衝器に衝突するスピードを可能な限り抑える。 

 

 ○ オーバースピード検出（法定安全装置） 

   かごが通常の速度を超えた場合に、エレベーターを急停止させる装置。調速機

やファイナルリミットスイッチが動作する前に異常をチェックして急停止させ

る。 

 

 ○ 地震時管制運転装置 

   各エレベーターの機械室等に置かれた地震感知器によって地震動（Ｐ波または

80Gal 以上）を感知した場合に、エレベーターを最寄階に停止・着床させ、ドア

を開放し、乗客の閉じ込め防止を図る。 

 

 

２．閉じ込め防止装置 

 ○ 停電時自動着床装置 

   停電時に、救出運転装置の代わりにエレベーターを専用のバッテリーで一番近

い階まで、低速で自動的に動かし、乗客を救出する装置。 

異常時におけるかごの安全停止や、乗客の閉じ込め防止等の機能を持つエレベータ

ーの安全装置には、法律で設置が義務付けられているものがある一方、メーカーが

より安全性を高めるために、独自に設置しているものもある。 
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ドア開放検知による緊急停止装置について 

 
 
ドアが開放された状態でエレベーターを運行した場合、昇降路内への落下等の危険が

生じるおそれがあるため、建築基準法では、かごや昇降路のすべての出入口の戸が閉

じていなければ、かごを昇降させることができない安全装置の設置が義務付けられて

いる。 

 

 エレベーターの走行中、地震の衝撃等によってかご側の「①係合板」が乗場側のロ

ーラー部を押してしまう等により、「②ドア閉鎖機構」のロックが外れ（＝ドアが開

放されていると検知される）、同時に「③乗場ドア閉確認スイッチ」もＯＦＦの状態

になり、エレベーターの昇降機能が緊急停止する。（図１参照） 

 

 

図１ ドア開放検知による緊急停止装置の機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気的に断絶させ、エレベーターの 

乗場側のドアのロックが解除される。）

乗場ドア 

③ 乗場ドア閉確認スイッチ 
（「導体」が持ち上がることで、 

昇降機能を停止させる。） 

②ドア閉鎖機構
（「かぎ」が持ち上がることで、

導体部分

かごドア 
（

（エレベーターが着床すると、係合板がスライドし、 
ローラー部を押すことで、「かぎ」や「導体」を持ち上げる。）

① 係合板 かご走行時位置）
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 なお、平常運転時は、エレベーターが着床すると、かご側のドアが開きはじめて、

かごドアに取り付けられた図１の「①係合板」がスライドし、ローラー部を押すこと

で、「②ドア閉鎖機構」のロックが解除される。 

さらに、「①係合板」が乗場ドアに取り付けられた「②ドア閉鎖機構」を押しつづ

けることで、乗場ドアも開く。 

かご・乗場双方のドアが開放されることで、乗降可能な状態となる。（図２参照） 

 

 

図２ かごや乗場のドアの開閉機構 

 

 

乗場ドア 

かごドア

かご

かご １階 

２階 

建物を横から見た図 かごを上から見た図 

乗場閉確認スイッチ かご閉確認スイッチ 

かごと乗場ドアを つ 
なぐ（係合）装置 

係合板 
（かごドア駆動力の伝達用板）

ローラー

（かごドア駆動力を受ける）
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エレベーターのブレーキ(電磁ブレーキ)について 

 
 
 
１．構造図 

 
 
２．取り付け場所 

駆動電動機軸または減速歯車軸 （駆動電動機軸が多い） 
 
３．機能 

① エレベーター走行時は、制御盤からの指令により電磁ブレーキを開放する(ブレーキがか

からない)。減速は電動機で行い、停止した後に、制御盤からの指令によりばね力で電磁

ブレーキを作動させる。 
② エレベーター停止時のかご位置の保持（能力：定格積載量の 1.25 倍以上） 
③ エレベーター走行中に異常が発生した時のかごの減速、緊急停止 

  （停電が発生すると、この電磁ブレーキが作動する機構となっている。） 
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エレベーターの制御盤について 

 
１．構造図 

 
２．機能 

① 運転制御 ： 呼びボタンの要求に応じて、アルゴリズムに従って、（ドア開閉→かごの加

速･減速･停止→ドア開閉）を行う。電磁ブレーキの ON/OFF 制御も行う。 
② 速度制御 ： ①の運転を行うための速度指令、電動機に与える可変電圧可変周波数の指令、

電動機の回転速度を監視し、速度指令との偏差があると補正制御を行う。 
③ 群制御 ： 複数台併設の場合、乗場呼びに対して、適切なかごを判断･選択し､配車する。 
④ 安全機能 ： 電源の欠相･逆相時、漏電発生時･電動機過負荷時等に、電源を遮断する。 

 

３．内蔵部品 
・ NFB(No Fuse Breaker : 過電流が流れた場合電源を遮断する装置) 
・ CPU プリント板 
・ I/O プリント板(Input, Output プリント板 : 他の安全装置等からの信号受け、又は操作

指示に関する信号を発する装置) 
・ インバータ装置(モーターの回転を滑らかにするための電力変換装置) 
・ 非常用バッテリー 
・ 回生抵抗(モーターでの発電を吸収する装置) 
・ ラインフィルタ(電流ノイズの制御) 
・ 直流電源装置(ＡＣ／ＤＣコンバータ)    他 

 
４．設置場所 

エレベーター機械室。機械室なしの場合は、駆動電動機近傍の昇降路内。 



エレベーター関係条文集 
 

○ 建築基準法 
（昭和二十五年法律第二百一号） 

 

（昇降機） 

第三十四条 建築物に設ける昇降機は、安全な構造で、かつ、その昇降路の周

壁及び開口部は、防火上支障がない構造でなければならない。 

２ 高さ三十一メートルをこえる建築物（政令で定めるものを除く。）には、非

常用の昇降機を設けなければならない。 

 

 

○ 建築基準法施行令 
（昭和二十五年政令第三百三十八号） 

 

第二節 昇降機 

（適用の範囲） 

第百二十九条の三 この節の規定は、建築物に設ける次に掲げる昇降機に適用

する。 

一 人又は人及び物を運搬する昇降機（次号に掲げるものを除く。）並びに物

を運搬するための昇降機でかごの水平投影面積が一平方メートルを超え、

又は天井の高さが一・二メートルを超えるもの（以下「エレベーター」と

いう。） 

二 エスカレーター 

三 物を運搬するための昇降機で、かごの水平投影面積が一平方メートル以

下で、かつ、天井の高さが一・二メートル以下のもの（以下「小荷物専用

昇降機」という。） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる昇降機については、それぞれ

当該各号に掲げる規定は、適用しない。 

一 特殊な構造又は使用形態のエレベーターで国土交通大臣が定めた構造方

法を用いるもの 第百二十九条の六、第百二十九条の七、第百二十九条の

九、第百二十九条の十第三項及び第百二十九条の十三の三の規定 

二 特殊な構造又は使用形態のエスカレーターで国土交通大臣が定めた構造

方法を用いるもの 第百二十九条の十二第一項の規定 

三 特殊な構造又は使用形態の小荷物専用昇降機で国土交通大臣が定めた構

造方法を用いるもの 第百二十九条の十三の規定 

 

（エレベーターの構造上主要な部分） 

第百二十九条の四 エレベーターのかご及びかごを支え、又はつる構造上主要

な部分（以下この条において「主要な支持部分」という。）の構造は、次の各

号のいずれかに適合するものとしなければならない。 

一 設置時及び使用時のかご及び主要な支持部分の構造が、次に掲げる基準

に適合するものとして、通常の使用状態における摩損及び疲労破壊を考慮

参考資料２



して国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものであること。 

イ かごの昇降によつて摩損又は疲労破壊を生ずるおそれのある部分以外

の部分は、通常の昇降時の衝撃及び安全装置が作動した場合の衝撃によ

り損傷を生じないこと。 

ロ かごの昇降によつて摩損又は疲労破壊を生ずるおそれのある部分につ

いては、通常の使用状態において、通常の昇降時の衝撃及び安全装置が

作動した場合の衝撃によりかごの落下をもたらすような損傷が生じない

こと。 

二 かごを主索でつるエレベーター、油圧エレベーターその他国土交通大臣

が定めるエレベーターにあつては、設置時及び使用時のかご及び主要な支

持部分の構造が、通常の使用状態における摩損及び疲労破壊を考慮したエ

レベーター強度検証法により、前号イ及びロに掲げる基準に適合するもの

であることについて確かめられたものであること。 

三 設置時及び使用時のかご及び主要な支持部分の構造が、それぞれ第一号

イ及びロに掲げる基準に適合することについて、通常の使用状態における

摩損又は疲労破壊を考慮して行う国土交通大臣の認定を受けたものである

こと。 

２ 前項の「エレベーター強度検証法」とは、次に定めるところにより、エレ

ベーターの設置時及び使用時のかご及び主要な支持部分の強度を検証する方

法をいう。 

一 次条に規定する荷重によつて主要な支持部分並びにかごの床版及び枠

（以下この条において「主要な支持部分等」という。）に生ずる力を計算す

ること。 

二 前号の主要な支持部分等の断面に生ずる常時及び安全装置の作動時の各

応力度を次の表に掲げる式によつて計算すること。 前号の主要な支持部

分等の断面に生ずる常時及び安全装置の作動時の各応力度を次の表に掲げ

る式によつて計算すること。 

荷重について想定する状態 式 

常時 Ｇ１＋α１（Ｇ２＋Ｐ） 

安全装置の作動時 Ｇ１＋α２（Ｇ２＋Ｐ） 

この表において、Ｇ１、Ｇ２及びＰはそれぞれ次の力を、α１及び α２はそれぞれ次の数値を

表すものとする。 

Ｇ１ 次条第一項に規定する固定荷重のうち昇降する部分以外の部分に係るものによつて 

生ずる力 

Ｇ２ 次条第一項に規定する固定荷重のうち昇降する部分に係るものによつて生ずる力 

Ｐ 次条第二項に規定する積載荷重によつて生ずる力 

α１ 通常の昇降時に昇降する部分に生ずる加速度を考慮して国土交通大臣が定める数値 

α２ 安全装置が作動した場合に昇降する部分に生ずる加速度を考慮して国土交通大臣が 

定める数値 

三 前号の規定によつて計算した常時及び安全装置の作動時の各応力度が、

それぞれ主要な支持部分等の材料の破壊強度を安全率（エレベーターの設

置時及び使用時の別に応じて、主要な支持部分等の材料の摩損又は疲労破



壊による強度の低下を考慮して国土交通大臣が定めた数値をいう。）で除し

て求めた許容応力度を超えないことを確かめること。 

四 次項第二号に基づき設けられる独立してかごを支え、又はつることがで

きる部分について、その一がないものとして第一号及び第二号に定めると

ころにより計算した各応力度が、当該部分の材料の破壊強度を国土交通大

臣が定めた限界安全率（エレベーターの設置時及び使用時の別に応じて、

当該部分にかごの落下をもたらすような損傷が生じないように材料の摩損

又は疲労破壊による強度の低下を考慮して国土交通大臣が定めた数値をい

う。）で除して求めた限界の許容応力度を超えないことを確かめること。 

３ 前二項に定めるもののほか、エレベーターのかご及び主要な支持部分の構

造は、次に掲げる基準に適合するものとしなければならない。 

一 エレベーターのかご及び主要な支持部分のうち、腐食又は腐朽のおそれ

のあるものにあつては、腐食若しくは腐朽しにくい材料を用いるか、又は

有効なさび止め若しくは防腐のための措置を講じたものであること。 

二 主要な支持部分のうち、摩損又は疲労破壊を生ずるおそれのあるものに

あつては、二以上の部分で構成され、かつ、それぞれが独立してかごを支

え、又はつることができるものであること。 

三 滑節構造とした接合部にあつては、地震その他の震動によつて外れるお

それがないものであること。 

四 滑車を使用してかごをつるエレベーターにあつては、地震その他の震動

によつて索が滑車から外れないものであること。 

五 屋外に設けるエレベーターで昇降路の壁の全部又は一部を有しないもの

にあつては、国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算により風圧に対

して構造耐力上安全であることが確かめられたものであること。 

 

（エレベーターの荷重） 

第百二十九条の五 エレベーターの各部の固定荷重は、当該エレベーターの実

況に応じて計算しなければならない。 

２ エレベーターのかごの積載荷重は、当該エレベーターの実況に応じて定め

なければならない。ただし、かごの種類に応じて、次の表に定める数値（用

途が特殊なエレベーターで国土交通大臣が定めるものにあつては、当該用途

に応じて国土交通大臣が定める数値）を下回つてはならない。 

かごの種類 積載荷重（単位 ニュートン） 

床面積が一・五平

方メートル以下の

もの 

床面積一平方メートルにつき三、六

〇〇として計算した数値 

床面積が一・五平

方メートルを超え

三平方メートル以

下のもの 

床面積の一・五平方メートルを超え

る面積に対して一平方メートルにつ

き四、九〇〇として計算した数値に

五、四〇〇を加えた数値 

乗用エレベーター（人荷共用エレ

ベーターを含み、寝台用エレベー

ターを除く。以下この節において

同じ。）のかご 

床面積が三平方メ

ートルを超えるも

床面積の三平方メートルを超える面

積に対して一平方メートルにつき



の 五、九〇〇として計算した数値に一

三、〇〇〇を加えた数値 

乗用エレベーター以外のエレベーターのかご 床面積一平方メートルにつき二、五

〇〇（自動車運搬用エレベーターに

あつては、一、五〇〇）として計算

した数値 

 

（エレベーターのかごの構造） 

第百二十九条の六 エレベーターのかごは、次に定める構造としなければなら

ない。 

一 各部は、かご内の人又は物による衝撃に対して安全なものとすること。 

二 構造上軽微な部分を除き、難燃材料で造り、又は覆うこと。ただし、地

階又は三階以上の階に居室を有さない建築物に設けるエレベーターのかご

その他防火上支障のないものとして国土交通大臣が定めるエレベーターの

かごにあつては、この限りでない。 

三 かご内の人又は物がつり合おもり、昇降路の壁等かご外の物に触れるお

それのない構造とした壁又は囲い及び出入口の戸を設けること。 

四 非常の場合においてかご内の人を安全にかご外に救出することができる

開口部をかごの天井部に設けること。 

五 用途及び積載量（キログラムで表した重量とする。以下同じ。）並びに乗

用エレベーター及び寝台用エレベーターにあつては最大定員（積載荷重を

第百二十九条の五第二項の表に定める数値とし、重力加速度を九・八メー

トル毎秒毎秒と、一人当たりの体重を六十五キログラムとして計算した定

員をいう。以下この節において同じ。）を明示した標識をかご内の見やすい

場所に掲示すること。 

 

（エレベーターの昇降路の構造） 

第百二十九条の七 エレベーターの昇降路は、次に定める構造としなければな

らない。 

一 昇降路外の人又は物がかご又はつり合おもりに触れるおそれのない構造

とした丈夫な壁又は囲い及び出入口（非常口を含む。以下この節において

同じ。）の戸を設けること。 

二 構造上軽微な部分を除き、昇降路の壁又は囲い及び出入口の戸は、難燃

材料で造り、又は覆うこと。ただし、地階又は三階以上の階に居室を有さ

ない建築物に設けるエレベーターの昇降路その他防火上支障のないものと

して国土交通大臣が定めるエレベーターの昇降路にあつては、この限りで

ない。 

三 出入口の床先とかごの床先との水平距離は、四センチメートル以下とし、

乗用エレベーター及び寝台用エレベーターにあつては、かごの床先と昇降

路壁との水平距離は、十二・五センチメートル以下とすること。 

四 昇降路内には、次のいずれかに該当するものを除き、突出物を設けない

こと。 

イ レールブラケットその他のエレベーターの構造上昇降路内に設けるこ



とがやむを得ないもの（ロに掲げる配管設備を除く。）であつて、地震時

においても鋼索、電線その他のものの機能に支障が生じないように必要

な措置が講じられたもの 

ロ 第百二十九条の二の五第一項第三号ただし書の配管設備で同条の規定

に適合するもの 

 

（エレベーターの駆動装置及び制御器） 

第百二十九条の八 エレベーターの駆動装置及び制御器は、地震その他の震動

によつて転倒又は移動しないようにしなければならない。 

２ エレベーターの制御器の構造は、かごに人が乗り又は物が積み込まれた場

合に、かごの停止位置が著しく移動せず、かつ、エレベーターの保守点検を

安全に行うために必要な制御ができるものとして、国土交通大臣が定めた構

造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければなら

ない。 

 

（エレベーターの機械室） 

第百二十九条の九 エレベーターの機械室は、次に定める構造としなければな

らない。 

一 床面積は、昇降路の水平投影面積の二倍以上とすること。ただし、機械

の配置及び管理に支障がない場合においては、この限りでない。 

二 床面から天井又ははりの下端までの垂直距離は、かごの定格速度（積載

荷重を作用させて上昇する場合の毎分の最高速度をいう。以下この節にお

いて同じ。）に応じて、次の表に定める数値以上とすること。 

定格速度 垂直距離（単位 メートル） 

六十メートル以下の場合 二・〇 

六十メートルをこえ、百五十メートル以下の場合 二・二 

百五十メートルをこえ、二百十メートル以下の場合 二・五 

二百十メートルをこえる場合 二・八 

三 換気上有効な開口部又は換気設備を設けること。 

四 出入口の幅及び高さは、それぞれ、七十センチメートル以上及び一・八

メートル以上とし、施錠装置を有する鋼製の戸を設けること。 

五 機械室に通ずる階段のけあげ及び踏面は、それぞれ、二十三センチメー

トル以下及び十五センチメートル以上とし、かつ、当該階段の両側に側壁

又はこれに代わるものがない場合においては、手すりを設けること。 

 

（エレベーターの安全装置） 

第百二十九条の十 エレベーターには、制動装置を設けなければならない。 

２ 前項のエレベーターの制動装置の構造は、次に掲げる基準に適合するもの

として、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認

定を受けたものとしなければならない。 

一 かごが昇降路の頂部又は底部に衝突するおそれがある場合に、自動的か

つ段階的に作動し、これにより、かごに生ずる垂直方向の加速度が九・八



メートル毎秒毎秒を、水平方向の加速度が五・〇メートル毎秒毎秒を超え

ることなく安全にかごを制止させることができるものであること。 

二 保守点検をかごの上に人が乗り行うエレベーターにあつては、点検を行

う者が昇降路の頂部とかごの間に挟まれることのないよう自動的にかごを

制止させることができるものであること。 

３ エレベーターには、前項に定める制動装置のほか、次に掲げる安全装置を

設けなければならない。 

一 かご及び昇降路のすべての出入口の戸が閉じていなければ、かごを昇降

させることができない装置 

二 昇降路の出入口の戸は、かごがその戸の位置に停止していない場合にお

いては、かぎを用いなければ外から開くことができない装置 

三 停電等の非常の場合においてかご内からかご外に連絡することができる

装置 

四 乗用エレベーター又は寝台用エレベーターにあつては、次に掲げる安全

装置 

イ 積載荷重を著しく超えた場合において警報を発し、かつ、出入口の戸

の閉鎖を自動的に制止する装置 

ロ 停電の場合においても、床面で一ルクス以上の照度を確保することが 

できる照明装置 

 

（適用の除外） 

第百二十九条の十一 乗用エレベーター及び寝台用エレベーター以外のエレベ

ーターについては、安全上支障がない場合においては、第百二十九条の七第

三号並びに前条第三項第一号及び第三号の規定は、適用しない。 

 

 



建築物事故情報ホットラインについて 

 

 

１．概要 

 近年、建築設備など建築物の各部分や、ジェットコースター等の遊戯施設等

において、転倒、転落、はさまれ、脱落部品による打撃等による死傷事故が発

生している。これらの事故には、不適切な使用により生じたものや構造上の問

題によるもの、劣化によるもの等が考えられるが、高齢化社会の進展等の影響

や、新しい設備、技術の出現など、原因、背景は複合的であり、また今後とも

事故の発生が否定できない状況にある。一方、こうした事故は、重大事故を生

じる以前に、軽度の事故を生じているケースがあることが指摘されている。 

このため、平成 17 年度に「建築物に係る事故情報の収集・公表・活用方法

検討委員会（委員長：菅原進一 東京理科大学教授）」を設置し、建築物等に

おける事故情報あるいはヒヤリハット情報等を、インターネット等を通じ収集、

公表することで、建築物等の利用者、所有者、管理者等に対し注意喚起を促す

とともに、収集された情報を再発防止策の検討に活用する方策について検討を

行っている。 

 

 

２．検討状況及び今後のスケジュール 

 現在、同委員会における検討を踏まえた、事故情報等を収集・公表するため

のサイト（建築物事故情報ホットライン（別紙参照））を建築関係者に対して

試験的に運用しているところであり、随時必要な修正を行い、一般向けの試験

運用を行った後、平成 19 年度から本格的に運用を開始する予定。 

 なお、収集された事故情報等については、同サイト上で、個人情報等を除い

て閲覧可能な状態とするとともに、情報を整理した上で、必要に応じて、社会

資本整備審議会建築分科会建築物等事故・災害対策部会において事故防止対策

をご審議いただく予定。 
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